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新年を迎え、改めて昨年を振り返ると、
銀行ビジネスにおける大きな変革がいよ
いよ迫られた年であったと言えるであ
ろう。

コロナ禍の発生による経済活動停滞は言
わずもがなであるが、リモートを前提と
した顧客行動変化、金融サービス仲介業
に関わる法案成立、新内閣の大きな柱の
一つであるデジタル化の推進、大手チャ
レンジャーバンクRevolutの国内開業
等々、外部環境が大きく変化した一年で
あった。

昨年の動向を受けて、今年を占うとする
ならば、いよいよ多面的に経営の舵を大
きく切り、大胆な改革をスピーディに推
し進めて果実を獲得する、ということに
挑戦する1年になるであろう。具体的に
は、①コスト構造改革と新顧客体験創造
の両立、②金融機関同様に事業シフトや
既存バリューチェーンの大変革を迫られ

ている非金融事業者との協調による機会
創出、更には③構造改革で生じるリソー
スギャップ／スキルギャップの解消、と
いう3つの改革が大きなテーマになるで
あろう。

① コスト構造改革と新顧客体験創
造の両立

銀行に限らず、コロナ禍による経済的な
打撃と、外出制限等による強制的な顧客
行動変容が表面化した昨年の動きを踏ま
えると、既存業務のコスト構造を抜本的
に変革するとともに、新たな顧客体験を
いかに早く作っていくかという2大改革
の両立は、今年の必須テーマといえる。

図表1に示しているように、IMFが発表し
ているコロナ禍による経済動向の悲観シ
ナリオに基けば、日本の大手銀行群のコ
スト構造は、2019年対比最大で30%程
度は必要と推計できる。

ここで重要なカギを握るのはAIを含めた
テクノロジをいかにうまく活用するかで
ある。AI活用は既にバスワードになって
いる感は否めないが、AIを真に改革に活
かせている例は少ない。今こそ、部分最
適の議論から脱却し、全体最適の観点を
持つかが重要である。

業務を俯瞰すれば、例外業務が多数あっ
たとしても、基本的にはルールベースで
プロセス処理する業務は全てAI化、顧客
接点業務はAI＋HUMANの組み合わせで
の顧客体験強化、新収益創出・業務改革
のための企画業務は人がフォーカス、と
いう軽重を明確にしたビジョンが極めて
重要だ。
　
多少乱暴かもしれないが、銀行運営にお
いて、顧客深耕や企画業務以外に、与信
判断等を含めてAI＋ロボで出来ない業務
は逆に存在しないのではないか、と考え
る。もちろんAIに命を吹き込むデータの

有無は成否に大きく関わる重要な要素だ
が、DX によって生まれる余剰人材を
データ生成要員に転換させ、そこで生ま
れたデータを使って更にAI化・DXを加
速して有人業務を減らしていく、という
循環型モデル（図表2）を構築できれば、
コスト構造改革の速度は増していくはず
である。一方、余剰になった人員は顧客
接点業務にフォーカスし、AIと協調しな
がら、経験・スキルが低い業務であって
も、期待される成果を出せる働き方に変
えることで、人材の再配置が進んでいく
ということになるであろう。

② 非金融事業者との協調による機
会創出

前述の構造改革を求められているのは金
融機関に限った話ではなく、非金融事業
者においてもグローバルサプライチェー
ンの見直しや、本業収益減少を代替する
新収益獲得施策の実現等は、待ったなし
の状況にある。

弊社にも数多くの金融機関より、非金融
事業者とのアライアンスによる新たな金
融サービス創出の余地に関する問い合わ
せを頂いているが、まさに世界全体が事
業構造改革を進めていこうとしている現
環境下においては、B2B2X型の金融サー
ビス提供は、銀行の成長ポテンシャルを
発揮する重要な領域といえる。

例えば、業界別・機能別サプライチェー
ンの中に組み込まれる決済、ファクタリ
ングのみならず、インシデント情報等も
含めたクレジットスコアリングを活用し
た中長期与信、IoTを活用したAs a service

型のリース事業拡大等、広がりは大きい
と考えられる。

また、P2Pビジネスの拡大やツーサイド
プラットフォームビジネスの拡大で、個
人間や企業間が直接資産を交換する場は
増えており、セカンダリーマーケットの
裾野は急速に拡大している。これらの

マーケットはいわば「資産の将来価値を
示すデータの集積地」でもあり、これら
と協調すれば、残価設定型の与信の裾野
も広がりが見え、与信対象となり得る顧
客の拡大にもつながるであろう。逆に、
いつまでも大手企業へのコーポレート
ファイナンスのみに固執していると、こ
のようなセカンダリーマーケット拡大で
業績悪化のあおりを受け、融資ニーズ自
体も縮小していくという憂き目にあう可
能性すらあり、銀行と企業が協調して新
たなビジネスモデルを模索する必要性は
過去にない程高まっている。

③ リソース／スキルギャップの解消

DXの進展の産物も言えるが、リソース
ギャップ（量・質）の拡大は金融機関経
営者の大きな課題となっている。

解消には数多くの手法はあるが、本稿で
は、根源的な人とテクノロジの役割の見
直しによる余剰人員の有効活用と、弊社

も保有しているアウトソーサー機能の活
用にフォーカスしてお伝えしたい。

AI活用促進のための人の使い方に関して
少し前にも触れたが、「人にしかできな
い仕事は何か」をもっと突き詰めて考え
る必要はあるだろう。今後の業務処理は
テクノロジを軸にすれば、機械が必要と
するデータを生成・セットアップする、
誤データを修正して再投入する、誤処理
されるようなバグを直す、新しい改革余
地を見つける、改革の方向性を見極めテ
クノロジ活用のセットアップを行う、と
いうあくまでテクノロジを補完する役割
に大きく切り替える必要がある。

また、アウトソーサーの活用も短期的な
収益改善や人の活用という面では有効で
あろう。一昔前のアウトソーシングは、
単価の安い人材を活用して外部企業に業
務を単純委託していくというものが一般
的であったが、弊社が提供する場合に
は、JV形式で一部要員を転籍しつつ、他

社からの業務受託を受けやすい態勢を構
築したり、受託した業務を徹底的にDX

し、その経験を通じて本業に裨益するよ
うな役割にローテーションで戻って頂く
等、コスト削減だけでなくリスキルも兼
ね備えた形でのリソースギャップ解消の
取り組みを協業させて頂いているのでご
一考頂きたい。

最後に：スーパータンカーとス
ピードボート戦略

今まで述べてきた、フォーカスすべき改
革テーマを同時進行させていくために
は、取り組み主体を明確に分ける必要が
ある。

図表3で示すように、「スーパータン
カー」とも呼べる銀行本体の改革はコス
ト構造改革やリソースギャップ改革に
フォーカスする一方、「新顧客体験創
造」や「非金融事業者との新金融サービ
ス機会共創」というのは、より身軽に小

回りが利く「スピードボート」のような
組織を創設し、チャレンジしていくこと
が鍵となる。特に銀行本体のコスト削減
だけでは縮小均衡に陥っていく中で、ど
れだけ新しい収益機会獲得にチャレンジ
できるかが、今後の優勝劣敗を決めるこ
とになるであろう。

銀行業は深い信頼関係のもと、数多くの
法人顧客とつながり、深い関係を築いて
きた歴史がある。今まではサービスを提
供する側と受ける側という利害相反の関
係にあったが、これからは銀行も多くの
企業と手を携え、新しい産業・サービス
を共創していくということに視座を転換
し、新しい成長を遂げていく必要がある。

ピンチの時こそ、イノベーションが数多
く生まれ、人類が発展していくことは歴
史が証明している。今年1年、この難局
に共に打ち勝つために弊社もパートナー
としてご一緒できれば幸いである。
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図表1  売買手数料収益に依存しない収益源の多様化

ウェルスマネジメントの展望

ウェルスマネジメントは証券業界におけ
る成長領域の一つであるが、今回のパン
デミックで大きく影響を受けたビジネス
でもある。今回のコロナ禍により顧客ア
ドバイスは対面からデジタルに大きくシ
フトした。さらに、株価が乱高下する先
行き不透明な投資環境において投資家の
アドバイザーに対する期待値は高まり、
自己判断を遥かに上回る価値あるアドバ
イスの提供が求められている。

これらの変化はこれまでの対面中心かつ
プロダクトアウトのアドバイスモデルに
大きな変革を迫るものであり、この変革
への対応がウェルスマネジメントの成否
を分けると弊社は考える。

デジタルがアドバイス価値を向上

顧客のデジタルシフトが進む一方で、弊
社の調査によると富裕層（保有資産1億
円以上）およびマス富裕層（保有資産

3000万円～1億円）の双方において、金
融機関からアドバイスを得たいと思って
いる顧客は62%存在した。これは彼らの
ニーズが単なる投資運用に留まらず、高
度な節税対策、贈与・相続などの世代を
跨ぐ資産移転、事業運営に必要な資金調
達など多岐に渡ることに起因している。

また、多くの顧客は今回のパンデミック
および株価の乱高下において、俊敏な投
資判断およびポートフォリオの再構成を
行う必要性を改めて認識している。こう
した状況において、アドバイザーが顧客
に価値あるアドバイスを提供するには、
デジタルを効果的に活用することが欠か
せない。具体的には、投資の期待リター
ンとリスクを踏まえたポートフォリオ構
築・リバランス、様々なマーケットの変
動シナリオを想定したWhat If分析、不動
産等も加味した節税・資産承継アドバイ
ス、有価証券（自社株等）を担保にした
融資等をデジタルを活用し、効果的に提
供することが求められる。

これまで上記のようなアドバイスはスキ
ルの高い一部のアドバイザーのみが提供
してきたが、今後はノウハウをデジタル
化し、より広く多くのアドバイザーが活
用できるようにすることで、幅広い顧客
の信頼獲得と差別化に繋げることが出来
る。海外ではMorgan Stanley等が先行し
てGoal Planning System（投資ゴールを
踏 ま え た ポ ー ト フ ォ リ オ 構 築 ： 以 下
GPS）およびNext Best Action（顧客の
資産状況を踏まえた提案アイデアの提
示）といった仕組みを構築しており、デ
ジタルがアドバイスの価値を向上させて
いる。

また、昨今のマーケットの変動の中で、
ESG投資が世界的に注目を集めている。
短期的な投資運用が困難を極める状況の
中で、環境配慮に優れ、社会的な意義も
高く、ガバナンスが整備されている企業
は中長期的な成長力を保持し、投資リ
ターンも高い傾向にある。投資家のニー
ズに合わせ、ポートフォリオの中核を

ESG銘柄で構築していくことが今後の
「ニューノーマル」として普及していく
と考えられる。

但し、アドバイザー個人がESG銘柄に関
する網羅的な知識を持つのは簡単なこと
ではない。特に大規模な営業部隊を抱え
る大手証券会社あれば知識やスキルにば
らつきが出てきてしまう。そのため、こ
の点においてもデジタルを効果的に活用
し、顧客のポートフォリオの中のESG比
率を算出したり、金融機関が選別した
ESG銘柄を組み込んだポートフォリオへ
のリバランスをGPS活用により提案する
といった取組みが必要となるだろう。

総資産ベースで収益源を多様化

これまで多くの金融機関のウェルスマネ
ジメントの収益は大多数が株・債券等の
運用資産の売買手数料であったが、近年
の中長期目線での投資運用、売買手数料
低下の圧力を受けて、収益を上げにくい
状況になっている。こうした状況は既

に 米 国 で は 先 行 し て 起 こ っ て お り 、
Morgan StanleyやCharles Schwabなど
は収益源を多様化することで対応してき
た（図表1）。

具体的には、富裕層の多様なニーズを総
資産ベースで捉え、提案の幅を広げるこ
とで、売買手数料だけでなく、融資によ
る金利収益、残高フィーベース収益、不
動産収益等を取り込んでいく必要があ
る。デジタルを活用してアドバイスの幅
を広げ、収益源の多様化を図ることが今
後のウェルスマネジメントに不可欠と弊
社は考えている。

トレーディングの展望

近年の度重なる規制強化や顧客による手
数料透明化の要請を受け、世界的にト
レーディングビジネスの収益は減少傾向
にある。弊社の調査によると、2019年
の 全 世 界 の ト レ ー デ ィ ン グ 収 益 は 、
2010年の74%の水準にまで低下してい
る。一方、現在から2026年にかけて世

界におけるトレーディングの取引量は
33%増加すると予想されており、収益性
が低下する中でより多くの取引量に対応
していくことが求められている（図表
2）。足元でも今回のパンデミックが株
価のボラティリティを生み出し、取引量
は過去最高水準に達している。

コスト構造を抜本的に変革

トレーディング部門のコスト構造を分析
するとフロントに多岐に渡るシステムが
存在し、そのメンテナンスに非常に多く
のコストが費やされているケースが多
い。システムごとに異なるシステム会社
が運用を行っており、それが高コスト体
質をもたらしているのである。また、一
つの取引に対して、複数のシステムに同
様の取引データを入力しているケースも
あり、フロントの業務負荷が高いことに
加え、取引データを活用するバックオ
フィスであるファイナンス部門、リスク
マ ネ ジ メ ン ト 部 門 が デ ー タ の 整 合 性
チェック等に膨大な工数とコストをかけ
ている状況も見受けられる。

収益性が低下する中で、こうした複雑か
つ冗長なシステム構成や運用体制は抜本
的に見直し、コスト構造をスリム化する
ことは不可欠である。具体的にはフロン
トシステムの統廃合を伴うデータフロー
の整流化、取引自動執行の商品拡大、入
力データの精度向上、システム運用会社
の集約、バックオフィスの業務効率化・
アウトソーシング等が主たる施策となる
と考えられる。海外の金融機関のトレー
ディング部門では既に“Bending the cost 

curve”（コストカーブを曲げる）をス
ローガンに掲げて上記の施策を強力に推
進するケースが出てきている。直近は取
引量の増大に伴い各社のトレーディング
収益は回復基調にあるが、中長期的な収
益性の低下トレンドは不変であり、この
タイミングで大胆なコスト削減を図る必
要があると弊社は考える。

データ活用で差別化を図る

バイサイドの顧客ニーズは多様化してお
り、より差別化された提案やプライシン

グが求められている。そうした顧客ニー
ズに迅速かつ的確に対応するためには、
トレーディングにおけるデータ活用が非
常に重要になってくる。日本でもトレー
ディングのデータ活用に取組む企業は多
く、実際に業績の向上に繋げているケー
スもある。

例えば、顧客の属性や過去の取引データ
の活用が挙げられる。具体的には顧客の
投資戦略、コンタクトの趣向（電話を好
む等）、過去取引・タイミング等を分析
することで顧客ニーズのパターンが見え
てくる。これをマーケット情報と組み合
わせることで、顧客ニーズに合致する提
案内容を適切なタイミングでトレーダー
に提示するということが可能になる。実
際にこの仕組みを稼働させ、トレーダー
の生産性向上に繋げている証券会社も存
在する。

また、AI・ビックデータ解析を用いる事
例としては、グローバルでの船積み・輸

出の情報をデータとして取得し、解析す
ることでサプライチェーンの流れを俯瞰
的に理解し、投資判断に活用しているよ
うなケースもある。こうしたAI・ビック
データ解析のトレーディングへの活用は
急速に進んでおり、継続的にテクノロ
ジーを整備し、分析の精度を高め、投資
判断への活用を進める企業が中長期的に
大きな競争優位を手に入れると考えら
れる。

終わりに

これまで見てきた通り、ウェルスマネジ
メント、トレーディング共に従来のビジ
ネスモデルには限界が見えており、変革
が不可欠である。また、今回の新型コロ
ナウィルスによるパンデミックにより、
さらに大きなスケールとスピード感での
変革が求められている。変革の方向性は
明確であり、2021年はアクションの実
行に焦点が当たるだろう。弊社としても
証券業界の未曾有の変革を強力に推進し
ていく所存である。

* 1:  Morgan Stanley決算資料よりアクセンチュア作成
*2: Charles Schwab決算資料よりアクセンチュア作成
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に関わる法案成立、新内閣の大きな柱の
一つであるデジタル化の推進、大手チャ
レンジャーバンクRevolutの国内開業
等々、外部環境が大きく変化した一年で
あった。

昨年の動向を受けて、今年を占うとする
ならば、いよいよ多面的に経営の舵を大
きく切り、大胆な改革をスピーディに推
し進めて果実を獲得する、ということに
挑戦する1年になるであろう。具体的に
は、①コスト構造改革と新顧客体験創造
の両立、②金融機関同様に事業シフトや
既存バリューチェーンの大変革を迫られ

ている非金融事業者との協調による機会
創出、更には③構造改革で生じるリソー
スギャップ／スキルギャップの解消、と
いう3つの改革が大きなテーマになるで
あろう。

① コスト構造改革と新顧客体験創
造の両立

銀行に限らず、コロナ禍による経済的な
打撃と、外出制限等による強制的な顧客
行動変容が表面化した昨年の動きを踏ま
えると、既存業務のコスト構造を抜本的
に変革するとともに、新たな顧客体験を
いかに早く作っていくかという2大改革
の両立は、今年の必須テーマといえる。

図表1に示しているように、IMFが発表し
ているコロナ禍による経済動向の悲観シ
ナリオに基けば、日本の大手銀行群のコ
スト構造は、2019年対比最大で30%程
度は必要と推計できる。

ここで重要なカギを握るのはAIを含めた
テクノロジをいかにうまく活用するかで
ある。AI活用は既にバスワードになって
いる感は否めないが、AIを真に改革に活
かせている例は少ない。今こそ、部分最
適の議論から脱却し、全体最適の観点を
持つかが重要である。

業務を俯瞰すれば、例外業務が多数あっ
たとしても、基本的にはルールベースで
プロセス処理する業務は全てAI化、顧客
接点業務はAI＋HUMANの組み合わせで
の顧客体験強化、新収益創出・業務改革
のための企画業務は人がフォーカス、と
いう軽重を明確にしたビジョンが極めて
重要だ。
　
多少乱暴かもしれないが、銀行運営にお
いて、顧客深耕や企画業務以外に、与信
判断等を含めてAI＋ロボで出来ない業務
は逆に存在しないのではないか、と考え
る。もちろんAIに命を吹き込むデータの

有無は成否に大きく関わる重要な要素だ
が、DX によって生まれる余剰人材を
データ生成要員に転換させ、そこで生ま
れたデータを使って更にAI化・DXを加
速して有人業務を減らしていく、という
循環型モデル（図表2）を構築できれば、
コスト構造改革の速度は増していくはず
である。一方、余剰になった人員は顧客
接点業務にフォーカスし、AIと協調しな
がら、経験・スキルが低い業務であって
も、期待される成果を出せる働き方に変
えることで、人材の再配置が進んでいく
ということになるであろう。

② 非金融事業者との協調による機
会創出

前述の構造改革を求められているのは金
融機関に限った話ではなく、非金融事業
者においてもグローバルサプライチェー
ンの見直しや、本業収益減少を代替する
新収益獲得施策の実現等は、待ったなし
の状況にある。

弊社にも数多くの金融機関より、非金融
事業者とのアライアンスによる新たな金
融サービス創出の余地に関する問い合わ
せを頂いているが、まさに世界全体が事
業構造改革を進めていこうとしている現
環境下においては、B2B2X型の金融サー
ビス提供は、銀行の成長ポテンシャルを
発揮する重要な領域といえる。

例えば、業界別・機能別サプライチェー
ンの中に組み込まれる決済、ファクタリ
ングのみならず、インシデント情報等も
含めたクレジットスコアリングを活用し
た中長期与信、IoTを活用したAs a service

型のリース事業拡大等、広がりは大きい
と考えられる。

また、P2Pビジネスの拡大やツーサイド
プラットフォームビジネスの拡大で、個
人間や企業間が直接資産を交換する場は
増えており、セカンダリーマーケットの
裾野は急速に拡大している。これらの

マーケットはいわば「資産の将来価値を
示すデータの集積地」でもあり、これら
と協調すれば、残価設定型の与信の裾野
も広がりが見え、与信対象となり得る顧
客の拡大にもつながるであろう。逆に、
いつまでも大手企業へのコーポレート
ファイナンスのみに固執していると、こ
のようなセカンダリーマーケット拡大で
業績悪化のあおりを受け、融資ニーズ自
体も縮小していくという憂き目にあう可
能性すらあり、銀行と企業が協調して新
たなビジネスモデルを模索する必要性は
過去にない程高まっている。

③ リソース／スキルギャップの解消

DXの進展の産物も言えるが、リソース
ギャップ（量・質）の拡大は金融機関経
営者の大きな課題となっている。

解消には数多くの手法はあるが、本稿で
は、根源的な人とテクノロジの役割の見
直しによる余剰人員の有効活用と、弊社

も保有しているアウトソーサー機能の活
用にフォーカスしてお伝えしたい。

AI活用促進のための人の使い方に関して
少し前にも触れたが、「人にしかできな
い仕事は何か」をもっと突き詰めて考え
る必要はあるだろう。今後の業務処理は
テクノロジを軸にすれば、機械が必要と
するデータを生成・セットアップする、
誤データを修正して再投入する、誤処理
されるようなバグを直す、新しい改革余
地を見つける、改革の方向性を見極めテ
クノロジ活用のセットアップを行う、と
いうあくまでテクノロジを補完する役割
に大きく切り替える必要がある。

また、アウトソーサーの活用も短期的な
収益改善や人の活用という面では有効で
あろう。一昔前のアウトソーシングは、
単価の安い人材を活用して外部企業に業
務を単純委託していくというものが一般
的であったが、弊社が提供する場合に
は、JV形式で一部要員を転籍しつつ、他

社からの業務受託を受けやすい態勢を構
築したり、受託した業務を徹底的にDX

し、その経験を通じて本業に裨益するよ
うな役割にローテーションで戻って頂く
等、コスト削減だけでなくリスキルも兼
ね備えた形でのリソースギャップ解消の
取り組みを協業させて頂いているのでご
一考頂きたい。

最後に：スーパータンカーとス
ピードボート戦略

今まで述べてきた、フォーカスすべき改
革テーマを同時進行させていくために
は、取り組み主体を明確に分ける必要が
ある。

図表3で示すように、「スーパータン
カー」とも呼べる銀行本体の改革はコス
ト構造改革やリソースギャップ改革に
フォーカスする一方、「新顧客体験創
造」や「非金融事業者との新金融サービ
ス機会共創」というのは、より身軽に小

回りが利く「スピードボート」のような
組織を創設し、チャレンジしていくこと
が鍵となる。特に銀行本体のコスト削減
だけでは縮小均衡に陥っていく中で、ど
れだけ新しい収益機会獲得にチャレンジ
できるかが、今後の優勝劣敗を決めるこ
とになるであろう。

銀行業は深い信頼関係のもと、数多くの
法人顧客とつながり、深い関係を築いて
きた歴史がある。今まではサービスを提
供する側と受ける側という利害相反の関
係にあったが、これからは銀行も多くの
企業と手を携え、新しい産業・サービス
を共創していくということに視座を転換
し、新しい成長を遂げていく必要がある。

ピンチの時こそ、イノベーションが数多
く生まれ、人類が発展していくことは歴
史が証明している。今年1年、この難局
に共に打ち勝つために弊社もパートナー
としてご一緒できれば幸いである。
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図表2  トレーディング部門を取り巻く環境の変化

ウェルスマネジメントの展望

ウェルスマネジメントは証券業界におけ
る成長領域の一つであるが、今回のパン
デミックで大きく影響を受けたビジネス
でもある。今回のコロナ禍により顧客ア
ドバイスは対面からデジタルに大きくシ
フトした。さらに、株価が乱高下する先
行き不透明な投資環境において投資家の
アドバイザーに対する期待値は高まり、
自己判断を遥かに上回る価値あるアドバ
イスの提供が求められている。

これらの変化はこれまでの対面中心かつ
プロダクトアウトのアドバイスモデルに
大きな変革を迫るものであり、この変革
への対応がウェルスマネジメントの成否
を分けると弊社は考える。

デジタルがアドバイス価値を向上

顧客のデジタルシフトが進む一方で、弊
社の調査によると富裕層（保有資産1億
円以上）およびマス富裕層（保有資産

3000万円～1億円）の双方において、金
融機関からアドバイスを得たいと思って
いる顧客は62%存在した。これは彼らの
ニーズが単なる投資運用に留まらず、高
度な節税対策、贈与・相続などの世代を
跨ぐ資産移転、事業運営に必要な資金調
達など多岐に渡ることに起因している。

また、多くの顧客は今回のパンデミック
および株価の乱高下において、俊敏な投
資判断およびポートフォリオの再構成を
行う必要性を改めて認識している。こう
した状況において、アドバイザーが顧客
に価値あるアドバイスを提供するには、
デジタルを効果的に活用することが欠か
せない。具体的には、投資の期待リター
ンとリスクを踏まえたポートフォリオ構
築・リバランス、様々なマーケットの変
動シナリオを想定したWhat If分析、不動
産等も加味した節税・資産承継アドバイ
ス、有価証券（自社株等）を担保にした
融資等をデジタルを活用し、効果的に提
供することが求められる。

これまで上記のようなアドバイスはスキ
ルの高い一部のアドバイザーのみが提供
してきたが、今後はノウハウをデジタル
化し、より広く多くのアドバイザーが活
用できるようにすることで、幅広い顧客
の信頼獲得と差別化に繋げることが出来
る。海外ではMorgan Stanley等が先行し
てGoal Planning System（投資ゴールを
踏 ま え た ポ ー ト フ ォ リ オ 構 築 ： 以 下
GPS）およびNext Best Action（顧客の
資産状況を踏まえた提案アイデアの提
示）といった仕組みを構築しており、デ
ジタルがアドバイスの価値を向上させて
いる。

また、昨今のマーケットの変動の中で、
ESG投資が世界的に注目を集めている。
短期的な投資運用が困難を極める状況の
中で、環境配慮に優れ、社会的な意義も
高く、ガバナンスが整備されている企業
は中長期的な成長力を保持し、投資リ
ターンも高い傾向にある。投資家のニー
ズに合わせ、ポートフォリオの中核を

ESG銘柄で構築していくことが今後の
「ニューノーマル」として普及していく
と考えられる。

但し、アドバイザー個人がESG銘柄に関
する網羅的な知識を持つのは簡単なこと
ではない。特に大規模な営業部隊を抱え
る大手証券会社あれば知識やスキルにば
らつきが出てきてしまう。そのため、こ
の点においてもデジタルを効果的に活用
し、顧客のポートフォリオの中のESG比
率を算出したり、金融機関が選別した
ESG銘柄を組み込んだポートフォリオへ
のリバランスをGPS活用により提案する
といった取組みが必要となるだろう。

総資産ベースで収益源を多様化

これまで多くの金融機関のウェルスマネ
ジメントの収益は大多数が株・債券等の
運用資産の売買手数料であったが、近年
の中長期目線での投資運用、売買手数料
低下の圧力を受けて、収益を上げにくい
状況になっている。こうした状況は既

に 米 国 で は 先 行 し て 起 こ っ て お り 、
Morgan StanleyやCharles Schwabなど
は収益源を多様化することで対応してき
た（図表1）。

具体的には、富裕層の多様なニーズを総
資産ベースで捉え、提案の幅を広げるこ
とで、売買手数料だけでなく、融資によ
る金利収益、残高フィーベース収益、不
動産収益等を取り込んでいく必要があ
る。デジタルを活用してアドバイスの幅
を広げ、収益源の多様化を図ることが今
後のウェルスマネジメントに不可欠と弊
社は考えている。

トレーディングの展望

近年の度重なる規制強化や顧客による手
数料透明化の要請を受け、世界的にト
レーディングビジネスの収益は減少傾向
にある。弊社の調査によると、2019年
の 全 世 界 の ト レ ー デ ィ ン グ 収 益 は 、
2010年の74%の水準にまで低下してい
る。一方、現在から2026年にかけて世

界におけるトレーディングの取引量は
33%増加すると予想されており、収益性
が低下する中でより多くの取引量に対応
していくことが求められている（図表
2）。足元でも今回のパンデミックが株
価のボラティリティを生み出し、取引量
は過去最高水準に達している。

コスト構造を抜本的に変革

トレーディング部門のコスト構造を分析
するとフロントに多岐に渡るシステムが
存在し、そのメンテナンスに非常に多く
のコストが費やされているケースが多
い。システムごとに異なるシステム会社
が運用を行っており、それが高コスト体
質をもたらしているのである。また、一
つの取引に対して、複数のシステムに同
様の取引データを入力しているケースも
あり、フロントの業務負荷が高いことに
加え、取引データを活用するバックオ
フィスであるファイナンス部門、リスク
マ ネ ジ メ ン ト 部 門 が デ ー タ の 整 合 性
チェック等に膨大な工数とコストをかけ
ている状況も見受けられる。

収益性が低下する中で、こうした複雑か
つ冗長なシステム構成や運用体制は抜本
的に見直し、コスト構造をスリム化する
ことは不可欠である。具体的にはフロン
トシステムの統廃合を伴うデータフロー
の整流化、取引自動執行の商品拡大、入
力データの精度向上、システム運用会社
の集約、バックオフィスの業務効率化・
アウトソーシング等が主たる施策となる
と考えられる。海外の金融機関のトレー
ディング部門では既に“Bending the cost 

curve”（コストカーブを曲げる）をス
ローガンに掲げて上記の施策を強力に推
進するケースが出てきている。直近は取
引量の増大に伴い各社のトレーディング
収益は回復基調にあるが、中長期的な収
益性の低下トレンドは不変であり、この
タイミングで大胆なコスト削減を図る必
要があると弊社は考える。

データ活用で差別化を図る

バイサイドの顧客ニーズは多様化してお
り、より差別化された提案やプライシン

グが求められている。そうした顧客ニー
ズに迅速かつ的確に対応するためには、
トレーディングにおけるデータ活用が非
常に重要になってくる。日本でもトレー
ディングのデータ活用に取組む企業は多
く、実際に業績の向上に繋げているケー
スもある。

例えば、顧客の属性や過去の取引データ
の活用が挙げられる。具体的には顧客の
投資戦略、コンタクトの趣向（電話を好
む等）、過去取引・タイミング等を分析
することで顧客ニーズのパターンが見え
てくる。これをマーケット情報と組み合
わせることで、顧客ニーズに合致する提
案内容を適切なタイミングでトレーダー
に提示するということが可能になる。実
際にこの仕組みを稼働させ、トレーダー
の生産性向上に繋げている証券会社も存
在する。

また、AI・ビックデータ解析を用いる事
例としては、グローバルでの船積み・輸

出の情報をデータとして取得し、解析す
ることでサプライチェーンの流れを俯瞰
的に理解し、投資判断に活用しているよ
うなケースもある。こうしたAI・ビック
データ解析のトレーディングへの活用は
急速に進んでおり、継続的にテクノロ
ジーを整備し、分析の精度を高め、投資
判断への活用を進める企業が中長期的に
大きな競争優位を手に入れると考えら
れる。

終わりに

これまで見てきた通り、ウェルスマネジ
メント、トレーディング共に従来のビジ
ネスモデルには限界が見えており、変革
が不可欠である。また、今回の新型コロ
ナウィルスによるパンデミックにより、
さらに大きなスケールとスピード感での
変革が求められている。変革の方向性は
明確であり、2021年はアクションの実
行に焦点が当たるだろう。弊社としても
証券業界の未曾有の変革を強力に推進し
ていく所存である。

* 1:  https://www.accenture.com/us-en/insights/capital-markets/capital-markets-vision-2022

*2: https://iccwbo.org/publication/global-survey-2018-securing-future-growth

*3: 各社財務諸表よりアクセンチュア作成

33%74% 87%
トレーディング部門への 
多方面からの圧力
近年、トレーディング部門は収益減少が
続く一方で規制は年々強化されてきた。
多くのシステム投資は規制強化への対応
に充当され、オペレーションの効率性を
追求する取組みは妨げられてきた。ま
た、2020年度は史上最大規模の取引量
を記録しており、膨大な取引量への対応
も求められている

2026年までにグロー
バルにおける取引量
は33%増加する見込
み（18兆米ドルから
24兆米ドルに増加） *2

世界の主要機関のト
レーディング部門に
おける2019年度の収
益は、2010年度の74%

にとどまる*1

日本の5大証券の2019

年度のトレーディン
グ損益合計は2015年
度の87%にとどまる*3




